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設計精度を向上させる水理模型実験の提案

施設整備効果を最大限に発揮 

都市化の進展や下水道の計画規模を大きく上回る集中豪雨（ゲリラ豪雨）の多発に伴う雨水流出

量の増大により、近年においても浸水（内水氾濫）による被害が発生しています。このため、各下

水道管理者において、幹線や貯留施設等のハード対策、内水ハザードマップ公表等のソフト対策を

進めているところです。このうち、ハード対策には相当の事業費・事業期間が必要となることから、

その効果にも大きな期待が寄せられるものとなっています。このようなハード対策施設の整備効果

を最大限に発揮させるために、施設設計に対する水理模型実験によるサポートが大いに役立ってき

ています。 

大規模対策施設の抱える課題 

浸水対策のための大規模なハード対策施設における主な課題は次の２つがあげられます。 

課題 1：管渠の大深度化に伴う課題 

浸水対策が必要となっている地域は都市化が進展している場合がほとんどです。このような都市

部においては高度な地下空間利用が進んでおり、新たな下水道管（雨水幹線等）を整備するために

は、大深度とならざるを得ません。 

大深度の管渠では、①高落差処理に伴う空気の大量混入（水が落下する際に大量の空気を巻き込

んで大深度の下水道管に持ち込まれます）、②長大伏せ越し管渠における段波といった現象が発生

しています。これらは地下空間で起きているものですが、その結果として、地上ではマンホール蓋

の飛散といった人的被害・物的被害につながり得る事故として表面化することがあります。このよ

うな事故を防止するために、適切な場所に必要な規模の空気抜き施設等の対策が必要です。 
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課題２：分水における課題 

既存の雨水排除施設の流下能力を補完するために、既存施設能力を超える雨水を収容する幹線や

貯留施設を新たに整備する際、いわゆるピークカットの分水施設を合わせて構築することになりま

す。都市部においては、この分水施設を構築するための地下空間も限定されることから、水理計算

上で必要な堰長を確保することがほとんどできません。 

このため、その場の条件に応じた分水促進のための補助構造物が必要となりますが、狭い空間の

複雑な三次元の流れを精度よく再現・評価するには、現状の解析技術では不十分なケースがありま

す。その結果、計画通りの分水特性（ピークカット）を得ることが困難であり、新たに整備した施

設の能力が十分に発揮されず、浸水被害の解消・軽減が達成できない事象が現実に散見されます。 

水理模型実験施設の概要 

日本工営は、民間コンサルタントとしては国や大学の研

究機関に引けをとらない規模の中央研究所を有していま

す。水理模型実験分野では、屋内実験棟 4,200m2、屋外実験

ヤード 7,000m2 を誇る大型水理模型実験施設を有し、下水

道のみならず河川、ダム、砂防施設、発電施設等の設計を

サポートする試験・実験を行っています。 

ここでは、先に上げた課題を解決するための対策施設を

提案するため、幹線の全体を再現した大規模水理実験から、

分水施設を中心とした範囲を再現した中小規模の水理模型

実験まで、様々なニーズにこたえることができます。 

浸水対策のためのハード施設の機能を最大限に発揮する

ための提案はここから生まれています。 

日本工営では最近 5 年間において 5 都市の下水道施設を対象とした水理模型実験業務として 15

件の実績を有しています。  
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